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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 8,840 1.7 543 △38.2 604 △34.1 421 △36.2

2021年３月期第３四半期 8,689 △12.4 879 △17.1 918 △16.8 660 △16.3

（注）包括利益 2022年３月期第３四半期 376百万円（△51.9％） 2021年３月期第３四半期 783百万円（2.0％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 41.11 －

2021年３月期第３四半期 64.43 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期第３四半期 17,894 11,261 62.9 1,098.68

2021年３月期 17,211 11,044 64.2 1,077.59

（参考）自己資本 2022年３月期第３四半期 11,261百万円 2021年３月期 11,044百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭
2021年３月期 － 7.50 － 7.50 15.00

2022年３月期 － 7.50 －

2022年３月期（予想） 7.50 15.00

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,000 1.4 900 △22.2 1,000 △17.8 700 △18.4 68.29

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

（２）連結財政状態

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となってお
ります。

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年３月期３Ｑ 12,909,828株 2021年３月期 12,909,828株

②  期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 2,659,488株 2021年３月期 2,660,888株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 10,249,597株 2021年３月期３Ｑ 10,247,092株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有

（注）詳細は、添付資料Ｐ．９「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度及
び「従業員株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が
保有している当社株式を含めております。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、（添付資料）Ｐ．３「１.当四半期決算に

関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、9月末の緊急事態宣言の解除を受けて個人消費が回復し、企

業収益も改善傾向が継続しており、政府は12月の月例経済報告で景気の基調判断を1年5か月振りに上方修正しま

したが、その後のオミクロン株による新型コロナウイルスの感染拡大、原材料価格や輸送費の高騰、米国のイン

フレ懸念、中国経済の成長鈍化等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の下、セメント業界向けを中心とする耐火物事業については、セメントの国内生産量が２か月

連続で減少する中、新規顧客開拓の効果もあり売上高は前年同四半期を上回りましたが、利益面では原燃料価格

の高騰と価格競争の激化により、前年同四半期を大幅に下回る結果となりました。

プラント事業については、当社の主要顧客の設備投資環境が依然として完全には回復しておらず、売上高、利

益ともに前年同四半期を下回る結果となりました。

建材及び舗装用材事業については、新型コロナウイルス感染症の蔓延継続及び人出不足による工事の一部遅延

の影響等により、売上高、利益ともに前年同四半期を下回る結果となりました。

不動産賃貸事業については、2020年12月に建て替えした東京営業所の賃貸部分の家賃収入が寄与し、売上高、

利益ともに前年同四半期を上回る結果となりました。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、売上高8,840百万円（前年同四半期比1.7％増）、営業

利益543百万円（前年同四半期比38.2％減）、経常利益604百万円（前年同四半期比34.1％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益421百万円（前年同四半期比36.2％減）となりました。

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（耐火物）

　耐火物事業につきましては、当第３四半期連結累計期間の売上高は4,246百万円（前年同四半期比8.2％増）、

セグメント利益は160百万円（前年同四半期比36.1％減）となりました。

（プラント）

　プラント事業につきましては、当第３四半期連結累計期間の売上高は2,966百万円（前年同四半期比5.2％

減）、セグメント利益は279百万円（前年同四半期比44.5％減）となりました。

（建材及び舗装用材）

　建材及び舗装用材事業につきましては、当第３四半期連結累計期間の売上高は1,283百万円（前年同四半期比

3.0％減）、セグメント損失は37百万円（前年同四半期は11百万円のセグメント損失）となりました。

（不動産賃貸）

　不動産賃貸事業につきましては、当第３四半期連結累計期間の売上高は267百万円（前年同四半期比17.6％

増）、セグメント利益は137百万円（前年同四半期比18.4％増）となりました。

（その他）

　「その他」の区分につきましては、主に、外注品等を販売する事業であり、当第３四半期連結累計期間の売上

高は76百万円（前年同四半期比7.9％減）、セグメント利益は12百万円（前年同四半期比32.6％減）となりまし

た。
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（２）財政状態に関する説明

（資産の状況）

　流動資産は、現金及び預金が減少したものの、有価証券や棚卸資産の増加などにより、全体としては9,980百万

円（前連結会計年度末比403百万円増）となりました。固定資産は、投資その他の資産の増加などにより、全体と

しては7,914百万円（前連結会計年度末比279百万円増）となりました。その結果、資産合計では、17,894百万円

（前連結会計年度末比683百万円増）となりました。

（負債の状況）

　流動負債は、支払手形及び買掛金や電子記録債務が増加したものの、1年内償還予定の社債や賞与引当金の減少

などにより、全体としては4,744百万円（前連結会計年度末比33百万円減）となりました。固定負債は、社債や長

期借入金の増加などにより、全体としては1,888百万円（前連結会計年度末比499百万円増）となりました。その

結果、負債合計では、6,632百万円（前連結会計年度末比465百万円増）となりました。

（純資産の状況）

　純資産は、利益剰余金の増加などにより、11,261百万円（前連結会計年度末比217百万円増）となり、自己資本

比率は62.9％（前連結会計年度末比1.3ポイント減）となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当第３四半期は、上記のとおりでありますが、2021年11月10日発表の通期の連結業績予想に変更はありませ

ん。

　なお、業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づいておりますが、実際の数値は今後様々な要因により、予

想数値と異なる可能性があります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,695,659 2,208,124

受取手形及び売掛金 3,474,899 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 3,375,829

電子記録債権 875,524 1,075,994

有価証券 － 208,619

棚卸資産 2,445,228 2,967,052

その他 85,223 146,628

貸倒引当金 △48 △1,782

流動資産合計 9,576,487 9,980,468

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,424,210 2,420,456

土地 2,081,034 2,089,607

その他（純額） 1,055,105 1,081,556

有形固定資産合計 5,560,349 5,591,620

無形固定資産

のれん － 24,945

その他 44,097 35,758

無形固定資産合計 44,097 60,704

投資その他の資産

投資有価証券 1,539,009 1,547,705

その他 499,749 716,218

貸倒引当金 △8,367 △1,877

投資その他の資産合計 2,030,392 2,262,046

固定資産合計 7,634,839 7,914,371

資産合計 17,211,327 17,894,839

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 906,201 1,073,437

電子記録債務 806,749 1,139,642

短期借入金 1,270,000 1,170,000

１年内償還予定の社債 400,000 60,000

未払法人税等 158,335 48,031

賞与引当金 393,070 197,514

役員賞与引当金 580 190

製品保証引当金 12,241 27,704

工事損失引当金 － 7,624

その他 830,689 1,020,513

流動負債合計 4,777,866 4,744,658

固定負債

社債 200,000 440,000

長期借入金 80,000 250,000

株式給付引当金 19,364 17,377

役員株式給付引当金 12,111 21,094

役員退職慰労引当金 271,410 286,762

退職給付に係る負債 545,474 596,750

資産除去債務 44,967 45,355

その他 215,945 230,954

固定負債合計 1,389,272 1,888,294

負債合計 6,167,139 6,632,952

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 877,000 877,000

資本剰余金 1,027,957 1,027,957

利益剰余金 9,303,246 9,565,051

自己株式 △487,162 △486,546

株主資本合計 10,721,041 10,983,461

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 318,103 276,729

繰延ヘッジ損益 5,043 1,695

その他の包括利益累計額合計 323,146 278,425

純資産合計 11,044,188 11,261,887

負債純資産合計 17,211,327 17,894,839
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（単位：千円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 8,689,964 8,840,871

売上原価 6,325,120 6,633,123

売上総利益 2,364,843 2,207,747

販売費及び一般管理費 1,485,655 1,664,629

営業利益 879,188 543,118

営業外収益

受取利息 2,472 1,549

受取配当金 37,445 54,041

その他 29,342 23,904

営業外収益合計 69,260 79,494

営業外費用

支払利息 5,987 5,034

社債発行費 － 3,594

その他 24,150 9,069

営業外費用合計 30,137 17,699

経常利益 918,311 604,914

特別利益

固定資産売却益 9,601 －

投資有価証券売却益 － 35,027

特別利益合計 9,601 35,027

特別損失

投資有価証券評価損 － 17,684

投資有価証券売却損 2,489 －

特別損失合計 2,489 17,684

税金等調整前四半期純利益 925,423 622,257

法人税等 265,232 200,911

四半期純利益 660,190 421,346

親会社株主に帰属する四半期純利益 660,190 421,346

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

 前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 660,190 421,346

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 124,165 △41,373

繰延ヘッジ損益 △593 △3,347

その他の包括利益合計 123,572 △44,721

四半期包括利益 783,762 376,625

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 783,762 376,625

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動）

　特定子会社の異動には該当しておりませんが、当社は2021年10月29日付で岩佐機械工業株式会社の全株式を取得

したことに伴い、当第３四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。なお、2021年12月31日をみなし取

得日としたため、当第３四半期連結会計期間においては、貸借対照表のみを連結しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　当社及び連結子会社は、従来は工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進

行基準を、それ以外の工事には工事完成基準を適用しておりました。これを第１四半期連結会計期間の期首より、

工事契約に関しては原則として一定の期間にわたり充足される履行義務として認識し、履行義務の充足に係る進捗

度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗

度の見積りの方法は、主として見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。

　なお、期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事

完了時に収益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は413,264千円増加し、売上原価は409,435千円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ3,828千円増加しております。なお、利益剰余金の当期首

残高の増減はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

とといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につい

て新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基

準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表への影響はあり

ません。
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（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、「法人税等」に含めて表示しております。

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

　当社グループは、取締役（監査等委員である取締役及びそれ以外の取締役のうち社外取締役である者を除く。）

及び執行役員（以下、「当社グループの取締役及び執行役員」を合わせて「対象役員」という。）の報酬と当社の

業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象役員が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクま

でも株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と役員の使命である「中長期を見据えた戦略の遂行」に

対する動機付けをさらに高めることを目的として、2019年６月27日開催の第157回定時株主総会決議により業績連

動型株式報酬制度「役員株式給付信託（ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust））」（以下、「本制度」という。）を

導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

(1)取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」という。）を通じて取得され、対象役員に対して、当社及び当社の子会社が定める役員株式給付規程に従っ

て、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度

であります。

　なお、対象役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退任時になります。

(2)信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度58,432千円、当第３四半期連結会計期間

57,816千円で、株主資本において自己株式として計上しております。

　また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度132,800株、当第３四半期連結会計期間131,400株、期中平均株

式数は、前第３四半期連結会計期間133,329株、当第３四半期連結会計期間132,143株であり、１株当たり情報の算

定上、控除する自己株式に含めております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社グループは、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、業績向上への意欲を高めるため、従業

員（当社子会社の従業員を含む。以下同じ。）に対して自社の株式を給付する「従業員株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ）」制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。

(1)取引の概要

　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対して当社株式を給付する

仕組みであります。従業員に対して給付する株式については、予め設定した信託（以下、「本信託」という。）に

より将来分も含めて取得し、信託財産として分別管理しております。

(2)信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理

　「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年

３月26日）を適用し、本制度に関する会計処理としては、本信託の資産及び負債を当社グループの資産及び負債と

して四半期連結貸借対照表上に計上する総額法を採用し、本信託が保有する当社株式を四半期連結貸借対照表の純

資産の部において、自己株式として表示しております。

(3)信託が保有する自社の株式に関する事項

　信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額は、前連結会計年度72,249千円、当第３四半期連結会計期間

72,249千円で、株主資本において自己株式として計上しております。

　また、当該株式の期末株式数は、前連結会計年度254,400株、当第３四半期連結会計期間254,400株、期中平均株

式数は、前第３四半期連結会計期間255,824株、当第３四半期連結会計期間254,400株であり、１株当たり情報の算

定上、控除する自己株式に含めております。

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）（繰延税金資産の回収可能性）に記載した新型コ

ロナウイルス感染症による影響に関する仮定について重要な変更はありません。
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